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1．はじめに
　1958年に西ドイツ，フランス，イタリアおよびベネルクス3国の6力国
をもって欧州経済共同体（European　Economic　Community，　EEC）とし
て発足した共同体は，欧州共同体（Economic　Community，　EC）と名を変
えながら1973年1月にイギリス，アイルランドおよびデンマークを加え9
力国に拡大し，81年1月にギリシァ，86年1月にはスペイン，ポルトガル
が加わって12力国となった。さらに，1995年1月にはオーストリー，スウェー
デンおよびフィンランドの加盟で15力国に拡大した。その間，共同体の合
言葉である「完成，深化，拡大」のうち農業共同市場の「完成」（共通農業
政策（Common　Agricultural　Policy）の実施）はさておき，「深化」は難
航を重ねながらも1993年1月に単一市場が発足し，同年ll月には懸案のマー
ストリヒト条約が発効して，欧州共同体は欧州連合（European　Union，　EU）
に発展し，経済通貨同盟（Economic　and　Monetary　Union，　EMU）つまり
欧州通貨統合に明示的な日程が与えられた。しかし，「深化」に関わる論議
の度に姿を現し，とりわけ通貨統合においていよいよ根本的となる，加盟各
国の主権と共同体としての一元性との調整（あるいは前者の後者への吸収）
の問題（補完性（subsidiarity）問題）は「拡大」がもたらす共同体内の格
　（349）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　349
　　　　　　　　　　　　政経論叢　第65巻第1・2号
差の多様化によって一層複雑とならざるをえない。試みに，格差の主要な表
現である共同体加盟国の人口1人当たり実質GDPの共同体を100とするそ
れぞれの指数の動きをみると，図1のようになる。全体として収敏していく
図11人当りGDPの推移
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（注1）現加盟15力国で（一）は西ドイツを表す。なお，1994，95年は推計および暫定数。
（出所）　EC（No．　60，1995）Stat．　ann．　T．8より作成。
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傾向がないではないが，その足取りは鈍く，後進4力国のうちギリシァは加
盟後にむしろ後退加減であり，スペインは4力国中もっとも水準が高かった
が，加盟前10年余に平均線から乖離し続け加盟とともに上昇したものの70
年代のピークに戻り切らず，唯一収敏傾向を保ち80年代後半にその勢いを
強めていたアイルランドに遅れるかにみえた。そしてポルトガルは加盟後に
やや平均に近付くに止まり，ギリシァに次いで低く90年代半ばでも平均の
6割であった。
　さきに，最下位にあるギリシァ経済のEC加盟を挟む時期にっいて簡単な
考察を行い，そこで，加盟後むしろ相対的に平均所得を下げていたギリシァ
経済が，ともかく国民通貨ドラクマの切り下げという国内産業の国際競争力
維持政策によって下支えされてきたきこと，それもEUの発足一通貨統合へ
の日程の明示とともに採り難く，むしろこれを名分として通貨統合の収敏基
準に向けて経済体質の強化が試みられっっあること等を指摘し，しかし，
「格差」を与件としてなお国民通貨という「国境」を取り去ることができる
のかという疑問を提示しておいた’）。本稿は，ギリシァとともにEU内にあっ
て取り上げられることが比較的に少ない，そして下位に並ぶポルトガルにつ
いて同様な考察を試みるものである。
1）森恒夫「EUのメンバー・ステート＝ギリシァの経済（1980～90年代初あ）」
　（『甲南経済学論集」第36巻第4号）。
2．　EC加盟前の状況
（1）政治過程
以下，まず斎藤孝編（1992年）およびNicoll　and　Salmon（1994）によ
り，EC加盟に至るまでのポルトガルの政治過程を大雑把にみておこう。
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1910年の共和革命後，政治，労働，経済不安が続いていたポルトガルにお
いては，カルモナ軍事独裁政権の蔵相の地位に就き，権限を集中して財政改
革を成し遂げたサラザールが，首相となって共同体組合国家を理念とする
1933年憲法を制定し，以後，1970年4月に死去するまで権力を掌握し，サ
ラザール体綱はカエターノによって引き継がれた。しかしすでに，1960年
代後半にはギニア；ピサウ，アンゴラ，モーザンビークといったポルトガル
領植民地の独立運動への弾圧は泥沼化しており，石油危機の最中に独立運動
弾圧の矛盾が噴き出し，74年4月リスボンにおいて軍部の反乱　　無血革
命　　が生じた。ゴメス（前参謀総長），スピノラ（前参謀次長）を支持し，
植民地弾圧戦争の過程で「“左翼化”し“政治化”した」将校団の国軍運動
（MFA）によるものであった。その後カエターノからスピノラへの首相の交
代（臨時政府の成立），基本的人権の保障，政治警察に対する追及，左翼指
導者の帰国といった一連の事態が続いた。1974年5月に発足した臨時政府
は大統領をスピノラ，首相にパルマ＝カルロス（弁護士）を据え，外相には
マリオニソアレス（社会党書記長）を配し，共産党のアルヴァロ＝クニャロ
（共産党書記長）も無任所相に座り，労働相にも共産党員が就任し，他方，
反サラザールの保守派も入閣していた。1974年は「民主主義の復活」の年
であった。ただ，内閣とは別に大統領の諮問機関として21名のMFAと財
界人混成の国家評議会があり，この後の内閣の交代にはMFA一国家評議会
が指導力を発揮した（斎藤編（1992年），279－308頁）。
　軍事独裁的なサラザール政権であったが，ポルトガルはスペインとは異なっ
て欧州経済協力機構（OEEC）のメンバーであることができ，北大西洋条約
機構（NATO）の創設国の1っであった。その大きな理由は，ポルトガル
領アゾレス諸島やポルトガル自身の戦略的地位と，同政権の極端な反共主義
と植民地への執着からくる大の大西洋主義（very　Atlantist）にあった。ポ
ルトガルは1960年のイギリスを中心とする，EECに対抗する自由貿易地域
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（European　Free　Trade　Area，　EFTA）の創設に加わった。その主動因はヨー
ロッパ的な発想にあるよりも対英貿易の重要性にあった（Nicoll　and
Salmon（1994），　p．　268）。そして，1950年代末～60年代にその政治的外貌
は徐々に変化していった。EECの成立，アフリカの脱植民地支配の圧力，
国内の変化への圧力をもって外的環境が変化し始めていることをエリートた
ちは理解したのである。その国家主義，植民地への偏執のためECへの接近
は問題外であったが，EFTA諸国からの輸入と外国からの投資の重要性の
増大があって既存の政策の無力化が認識されるようになった。さらに致命的
な対英依存度の故に，イギリスの立場がポルトガルの立場になるという状況
のもとでイギリスが1961年にEEC加盟を申請したから，ポルトガルもEEC
への貿易リンクを求めざるをえず，イギリスのEC加盟決定の頃，1972年7
月にEFTA諸国と並んで決定的に重要なECと自由貿易協定を締結した。
この協定には修正・拡大を許す‘evolutionary　clause’カS含まれていた1）。
　1974年7月にはカルロスに代わりMFAの推薦で「MFAの陰の実力者」
ヴァスコ＝ゴンサルヴェス大佐が首相となった。ゴンサルヴェス内閣は75
年4月の総選挙を挟み75年9月まで共産党の強い支持を得て存続し，この
間に，この勢力を「全体主義的過激派」と呼ぶスピノラを排してゴメスを大
統領に就け，MFAの「左寄りの実質的統一」を実現し，未遂に終わったス
ピノラの75年「3月11日クーデター」の直後，共産党も驚くほど素早く銀
行，保険をはじめ重要産業の国有化を決定した。1975年4月には制憲議会
選挙が行われ共産党と対立していた社会党が第1党となったが，「MFAは
選挙の結果とは関係なくその権力を強化し」，第3党の共産党に近いゴンサ
ルヴェスが首相を続けた。その後「ゴンサルヴェス共産党内閣の独裁」への
「国際世論の非難」，社会党党首ソァレスへの同情，MFAの社会主義的政策
をめぐる多国籍企業の利害が絡む対立を孕んで75年7月にゴンサルヴェス
内閣が総辞職し，ゴメス＋オテロ＝デ・カルヴァーリョ（国土治安作戦司令
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部（COPCON）副司令官兼リスボン地区司令官）＋ゴンサルヴェスの3頭政
治体制に移行したが，これまでの社会主義路線の転換＝緩和でゴンサルヴェ
スが辞任し，9月中旬にアゼヴェド提督の新内閣が成立した。この時，EC
はポルトガル援助を正式に決定している。しかし，北部の反共暴動，MFA
の分裂，その左翼部分の政策の穏健化に対する反政府暴動や労働者のストラ
イキと動揺が続き，結局，穏健路線が膀利し，「空中分解した」MFAを上
級将校の革命評議会が引き継いだ（斎藤編（1992年），309－16頁）。
　1976年4月，新憲法による第1回総選挙があり前回同様社会党が第1党
となり，6月の大統領選挙でリスボン地区司令官であったMFAのラマーリョ＝
エアネス大佐が当選し，同選挙に立候補したアゼヴェドの後を襲ってソアレ
スが組閣し，この内閣は「78年8月まで，何度かの危機を乗り越えて生き
残」った。78年8月，エアネス大統領はテクノクラートの実業家アルフレー
ド＝ノブレ＝ダーコスタに組閣を命じたが失敗し，やはりテクノクラートの
モタ；ピントに組閣を命じ，共産党の反対を押しきって同内閣が成立した。
ピント内閣は1979年6月に総辞職し，ピンタシルゴ選挙管理内閣による79
年12月の総選挙で圧勝した社会民主党（もと人民民主党）のサ＝カルネイ
ロが首相を勤め，憲法改正を主張し，経済の自由化を進めた。大統領に再選
されていたエアネスはカルネイロの急死に際しその盟友バルセマンに組閣を
命じた。82年8月，憲法が改正され軍部の左翼的伝統は後退し，82年12月
の同内閣総辞職後の83年4月の総選挙の結果ソアレス内閣が再度登場した
（斎藤編（1992年），316－20頁，年表も参照）。
　74年の革命は植民地解放と一見したアナーキー状況の後の民主主義の復
活を先導し，ポルトガルの対外政策を転換させた。ECもポルトガルの民主
主義を強化する政治的決定を行い，緊急援助とポルトガルの輸出に対し譲許
を与えた。ポルトガルは77年3月にスペインより4ヵ月早くEC加盟申請
を行い，78年にスペインと同時に交渉に入った。そして，ソアレス内閣の
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もとで，1985年7月ポルトガル議会はEC加盟に批准した。しかし，その
すぐ後で社会民主党の閣僚引き揚げ，ソアレスの辞任，10月の総選挙での
社会党の大敗と事件が続き，多数派のないままに社会民主党のカヴァコ＝シ
ルヴァが連立内閣を組織した。翌86年1月ECに加盟し，直後にソアレス
が大統領に当選した2）。EC加盟は公衆の無関心のままに進められた。一方，
ECは80年以来ポルトガルにかなりの援助を与えていた（Nicoll　and
Salmon（1994），　p．269；斎藤編（1992年），320－21頁）。
1）1977年7月にはポルトガルからの輸出への関税障壁の除去と農産物輸出への
　ある譲許を包含した。ただし，工業製品輸出の1／3とくに繊維製品に対しては例
　外とされた（Nicoll　and　Salmon（1994），　p．269）。
2）加盟交渉は長引いた。ECの内部問題もその一因であったが，それは加盟交渉
　とも関連しており，農漁業交渉や工業品の関税障壁の引き下げで，とくにスペイ
　ンについてそれは困難であった（Nicoll　and　Salmon（1994），　p．269）。
（2）経済過程
　第1次石油危機のさなかに無血革命一「民主主義の復活」を実現し，
「社会主義的路線」の追求とその修正の過程で第2次石油危機に見舞われた
ポルトガル経済の推移を，いくつかの数字を基にして概観してみよう。図2
によれば，サラザール体制のもとにあったポルトガル経済も，1960～70年
代初めの資本主義世界の「順調」な成長率循環を享受していた。表1にした
がうと，1961～73年の成長の年率はざっとみて7．0％であり，同じ時期の
EUR15一のそれは4．8％であった。第1次石油危機は，恐らく「民主主義の
復活」時の「アナーキー」状況と急激な政策転換も要因となって，ポルトガ
ル経済を75年の強いマイナス成長に落ち込ませた。ここから，ポルトガル
経済も低成長に移行するが，1974～79年の成長年率はEUR15一僅かに上回っ
ていた。ついで第2次石油危機で前よりも底は浅いがより長い不況を経験し，
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（注1）　図1注1）参照。
（出所）EC（No．　601995），　Stat．　ann，　T．10より作成。
表1GDP，消費支出，粗固定資本形成，被用者報酬の実質年変化率，1961－95年1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
GDP 同右， 就業人口1人当り 民 間　消 ?
期　間 ポルげル EUR12一EUR15一ポルトガル EURI2一EURI5一ポルトガル EURl2一EUR15一
1961－737．0 4．8 4．8 6．6 4．4 4．4 6．0 5．0 4．9
74－79 2．9 2．6 2．5 3．1 3．3 2．3 2．9 2．9 2．9
80－85 1．5 1．4 1．5 2．2 1．7 1．7 0．9 1．4 1．4
86－90 5．1 3．3 3．3 5．1 2．0 1．6 5．5 3．7 3．7
91－95 L2 一 1．正 12 一 1．9 2．0 一 L4
公 共　消
?
粗固定資本形成 1被用者当り報酬
期　間 ポルトガル EUR12一EUR15一ポルトガル EUR12一EUR15一ポルトガル EURl2一EUR15一
1961－739．1 3．7 3．9 7．9 6．7 5．7 6．8 5．0 4．7
74－79 8．9 3．0 3．1 0．1 3．7 1．0 3．4 2．6 2．5
80－85 4．6 1．8 19 一2．4 一〇。3 一〇．3 一〇．3 0．5 0．5
86－90 5．8 2．0 2．0 9．5 5．8 5．7 5．0 LO 1．9
91－95 1．4 一 1．3 2．6 一 一〇．6 1．5 一 0．7
（注1）　EUR正2一はEUR15一からオーストリア，フィンランド，スウェーデンを除く。
（出所）　CEC（No．3　1993）；EC（No，601995），　Stat，　ann，より作成。
1980～85年の年成長率はEUR15一とともにさらに低下した。低迷した
81～84年をとればポルトガルは0．1％，EURI5一は1．5％であった。
　工業生産（除，建築）は，60年代は明らかでないが70年代以降をみると，
同様なしかしより激しい変動を示した。図3のようである。1969～73年，
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図3工業生産変化率1），1962－95年
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（注1）EUR10一はベルギー，デンマー久西ドイツ，スペイン，フランス，アイルランド，
　　イタリア，ルクセンブルク，オランダ，イギリスを表す。
（出所）EC（No．　601995），　Stat．　ann，　T．　12より作成。
74～79年，80～85年の年増加率は，ポルトガルで各9．2％，4．6％，3．7％，
EUR10一で5．7％，1．8％，0．4％であった。
　GDPを構成する主要素の1っ実質民間消費の年変化率を同じ時期区分で
みると（表1），「高成長」期にはポルトガルの実質消費も高い成長を遂げて
いたが，80年代前半の減速はより強かった。もう1つの要素である公共消
費をみると，ポルトガルの伸びは格段に大きかったことが注意を惹く。さら
に，粗固定資本形成の年変化率を推計してみると表1のように「高成長」期
の伸びは大きく消費の伸びを上回った。
　こうした成長を生み出す有業人口の1人当たりGDP生産（全経済生産性）
は，上の諸期間にっいて表1をみると，時を追って減速したとはいえその伸
びはEUR15力国総合を大きく上回っていた。関連して，失業率は1960～70
年代初めには2％台であったが，第1次石油危機から足早に高まり1985年
にピークの8．7％に達した。EUR15一に比べ70年代後半により高く相対的に
高失業グループに属していたが，80年代前半にはやや低く失業率を高める
国が多くなると，上昇していたとはいえそれほど目立たなくなっていた1）。
　製造業に目を向けると，生産と雇用の動きから労働生産性の動きを推計す
れば，表2にみるように，生産はGDPや工業生産と同様な動きを示したが，
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表2製造業生産，雇用，生産性の年変化率 （％）
?
期　間
生産　雇用　　　　　　　　　A／B（A）　（B） ?
期　間
生産　雇用　　　　　　　　　A／B（A）　（B）
ド　イ　ツ 1961－68
P971－73
P974－79
P980－89
　4．5　　0．9　　3．5
| ．5　－0．7　　4，2
@1，2　－2．1　3．3
@1．5　－0．5　　2．0
アイルランド 1961－73
P974－79
P980－89
65　　2．8　　3．5
S．9　　0．8　　4．1
U，4　－1．9　　8．4
イタリア
ギリシァ 1963－73
P974－79
P980－89
10．6　　2．8　　7．5
S，6　　3．1　　1．5
O．6　　0．0　　0．6
1963－73
P974－79
P980－89
5．9　　0．6　　5．3
Q．6　　0．8　　1．8
P．8　－1．9　　2．9
オランダ
スペイ　ン
1961－73
P974－77
P980－89
6．1　－0．4　　6．5
P．5　－2．7　　4．3
Q．2　－0．8　　3，0
1964－73
P974－75
P978－79
P980－85
P988－89
12．1　　1．3　　3．3
|0．6　－L1　　0．5
@1．0　－2．1　3．1
@03　－3．9　　4．3
@3．8　　3．1　0．7
ポノレトガノレ 1971－73
P974－77
P980－89
6．1　－0．4　　6．5
P．5　－2．7　　4．3
S．0　－0．9　　4．9
フラ　ンス 1969－73
P974－79
P980－89
7．9　　2．1　　5．6
P．5　－LO　　2．5
O．7　－1．9　　2．7
イギリス 1961－73
P974－79
P980－82
P983－89
　 ．1　－0．6　　3．7
|LO　－1．3　　0．7
|7．1　－4。4　－3．0
@4。0　－1．7　　5．7
（出所）　『OECD経済統計1960－90』より作成。
生産の増加のなかで雇用は大勢として減少傾向にあり，それだけ労働生産性
はかなり速く上昇した。表にある9力国のなかではもっとも高いグループに
属した。ただ製造業生産のテンポ（71年以降）はGDPや工業生産のそれに
比べて遅れがちであった。
　ここで，付加価値生産の業種別構成をみると，統計の連続性に欠けるが表
3のようである。ギリシァほどには農業の比重は高くはなく製造業の比重が
比較的高かったが，あまり大きい変化はみられず，80年代に入って電力・
ガス・水道や運輸，倉庫，通信の比重がやや高まったぐらいであった。製造
業の内訳をみても，ギリシァ同様重化学工業化の様相は現れていなかった。
食・飲料・タバコ，繊維・衣料・皮革，木製品で5割前後を占め続けたのも
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表3　ポルトガルの経済活動別付加価値構成の推移D
年 197019751977 1980198019851990
??????????
農・狩猟・森林・漁業
z　　・　採　　　石
ｻ　　　造　　　業
d力・ガス・水道
噤@　　　　　　　設
ｵ　・小　　売　　り
^輸，倉庫，通信2）
燉Z・保険・不動産
n域・社会・個人サービス2）
ｭ府サービス生産者
13．9
O．4
R3．6
Q．9
S．8
P2．4
U．1
T．7
Q．2
V．8
10．6
O．6
R4．9
R．3
T．6
P1．4
U．7
U．O
k8
P2．6
10．6
?????????．?
13．4
Q7．8
P．4
V．7
Q0．2
T．6
V．6
V．0
P1．3
7．5
R2．0
Q．5
U．5
Q4．3
U．8
C10．0
Q．9
P1．0
8．0
R0．4
R．5
T．7
Q2．4
V．7
P0．1
R．2
P2．6
6．7
R0．8
R．1
T．8
Q2．7
W．4
P3．0
Q．8
P1．3
その他とも計 100．0100．0 100．0100．0 100．01 0．0 100．0
年 1970 1975 197780 198019851990
???????????
食・飲料，　タバコ
@維，衣料，皮革
ﾘ　　　製　　　品
ｻ紙・紙製品，印刷・出版
ｻ学品，石油・石炭・
vラスチック製品
?S金属製品（除，石
禔E石炭製品）
﨟@　礎　　金　　属
焉@属　構　造　物
ｻ　　　の　　　他
10．9
Q1．5
U．8
T．8
P2．7
V．2
Q．1
Q8．0
S．8
12．0
Q5．9
S．7
T．0
P1．9
V．8
P．6
Q7．6
S．0
21．3
Q0．2
U．3
U．4
P1．1
X．1
R．1
Q1．7
P．4
19．7
Q03
U．3
T．9
P1．1
X．5
S．0
Q1．9
P．2
20．2
Q2．1
T．6
T．7
P0．5
U．3
R．1
Q1．7
S．8
20．0
Q5．8
S．2
U．3
P0．8
U．9
Q．8
P8．6
S．7
20．4
Q4．0
S．2
T．9
X．1
V．9
T．4
P9．0
S．1
?
100．0 100．0 100．0100．0100．0 100．0 100．0
（注1）1970～80年は1963年価格，1980～90年は1985年価格。
（出所）　UN，　National　Accounts　Statistics，　Aggregates　and　Tables，1982，　T．4。2；1992，　T．4．2
　　　より作成。
ギリシァと同様であった。
　以上の経済過程を通して全平均的な生活水準の変化を一瞥すると，先にみ
た実質民間消費の増加に人口（大陸ポルトガル）の変化を考慮した1人当た
り実質消費水準の年変化率は1961～73年に6．0％，1974～79年0．0％，
80～85年0．4％であり，ERU15一では同じく4．1％，2．4％，1．2％であった
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　図4　名目1被用者当り報酬，名目単位労働コスト，GDPデフレーター
　　　変化率，1961－95年
％　　　　　　　　　　　　　　’1?????
一
名目1被用者
当り報酬
　　　　　　ノ
名目単位労働
コスト
19606162　63　64　65　66　67　68　69　70　7172　73　74　75　76　77　78　79　80　81　82　83　84　85　86　87　88　89　90　9192939495年
（出所）　EC（No，601995），　Stat．　ann，より作成。
　　　　　　　図5GDPデフレーター，年変化率1）?
＝」????????
1961－95年
　　ギリシァ→t
〆スペイン
〆ポルトガル
EURI5一ノ鴨嚇一＼〆・一・・㌔一、
196061626364　65　66　67　68　69　70　71727374757677787980818283848586878889909192939495年
（注正）　図1注1）参照。
（出所）EC（NQ，601995），　Stat．　ann．より作成。
　　　　　　　　　　　　図6　インフレ率，1980－93年1）
　　　　　　　　　　　％　　　　　　　　　　30
360
20
IO
〈一ポルトガル
　　　　O
　　　　l980　　1982　　1984　　1986　　1988　　1990　　1992
（注1）　加盟12力国のうち最良・最悪3力国の非加重平均。
（出所）CEC（No．31993），皿．ann．（Portugal）．
　　戸
最悪3ヵ国
一’一 f‘E、　g最良3力国
　　　　　　、　　’
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（EC（No．1995），　Stat，　ann．，　T．1，18より推計）。この限りでは「高度成長」
期に消費水準の目立った上昇をみたポルトガルであったが，世界的な低成長
への移行のなかで消費水準の改善は遅れがちであった。
　関連して，被用者について名目1人当たり報酬（compensation），　GDP
デフレーター，名目単位労働コストを図4にみると，まずGDPデフレーター
は石油危機以前の60年代半ばから第1次石油危機に向けて上昇を加速させ
ていき，その後も上昇率を高めほぼそのまま第2次石油危機に至りその間の
年上昇率は20～25％であった。これはEUR15一のなかで最悪の部類に属し
ていた（図5，6）。だが，名目被用者報酬は第1次石油危機の急騰まで常に
GDPデフレーターをかなり上回っており，この時期の実質賃金の着実な増
加を示していた。しかし，石油危機以降になると，両者は交錯し実質賃金は
停滞ないし低下傾向に転じた（表1）。これに対して名目単位労働コストの
上昇率は1973年までは報酬のそれをかなり下回っており，この時期の労働
生産性上昇を窺わせ，上昇分はインフレがカヴァーして68，70年を別とす
れば石油危機までは実質コストは安定的に推移した。74，75年の賃金急騰
時はさすがに低成長ないしマイナス成長のなか，そのまま労働コストは報酬
と同テンポで実質的に急騰した。しかし，その後は，労働コストの上昇率
は，’なお高いとはいえ，またその差を小さくしたとはいえ，報酬のそれを下
回り，全経済生産性がなお増加し続けていることを反映し，さらに81年を
除けばGDPデフレーターの上昇率は名目単位労働コストのそれを上回り続
けた2）。
　対外経済面では，貿易の動向は図7によって知られる。輸出入量の変動を
みると，輸出量は，石油危機前は世界貿易の順調な拡大のなかで年増加率の
大きい変動のうちに年率12．0％（61～73年）で増加し，以後，二度の石油
危機時の急落を含んでその年増加率は74～79年に1，4％に急減し，80～85
年は81年のマイナスを含みながら5．6％であった。一方輸入量は，第1次石
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図7ポルトガルの輸出・入と経常収支の推移1），1961－95年
対域内・外輸出・入（対GDP比）　　　　　　　　　　　　　　　　　　対域内輸入→
輸出・入量
　　19606162636465666768697071727374757677787980818283848586878889909192939495年
　（注1）図1注1）参照。
　（出所）EC（No．601995），　Staしann．より作成。
油危機まで輸出量とほぼ同じ動きをみせていたが，その後80年代半ばまで
はいっそうその増加テンポを落とし，3っの時期の増加年率はそれぞれ11．6
％，0．7％，0．6％であった。しかし，貿易収支（対GDP比）は慢性的に入
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表4　ポルトガルの貿易構成1972～94年 （％）
年 1972 75 80 85 90 92 94
世　界 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0100．0
EEC（10） 64．9 51．1 54．9 64．6 73．9 75．2 65．2
EEC（12） 58．6 68．8 80．8 80．9 79．8
イギリス 22．8 21．2 14．8 14．6 12．1 11．1 ll．7
輸 西ドイツ 7．2 10．2 13．5 13．8 16．7 19．1 18．7
フランス 5．2 6．6 10．5 12．7 15．5 14．2 14．7
イタリー 3．1 3．3 5．8 4．0 4．1 3．9 3．4
オランダ 2．4 29 4．7 6．9 5．7 5．5 5．1
ベルギー・ル 2．6 3．2 3．1 3．6 3．1 3．3 3．7
クセンブルク
スペイン 3．7 4．2 13．5 15．0 14．6
スウェーデン 6．5 6．8 4．5 3．7 4．1 3．4 2．5
スイス 3．1 3．0 4．5 2．3 1．9 1．8 1．9
北米 12．4 8．5 6．6 10．2 5．6 4．3 6．0
アメリカ 10．7 7．2 5．7 9．2 4．8 3．5 5．3? ［旧］ソ　連 0．0 0．9 1．1 1．2 0．4
アフリカ 16．2 11．2 8．4 6．4 4．6 6．6 4．4
　　　“　一Aンコフ 6．5 3．5 38 2．7 2．5 4．5 L6
アジァ（ソ連を除く） 2．8 4．2 5．4 5．0 2．9 2．7 3．3
オセアニア 0．4 0．6 0．4 0．4 0．3 0．3 0．4
世界 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0100．0 100．0
EEC（10） 45．9 403 39．6 41．0 57．7 59．8 53．6
EEC（12） 48．3 72．1 76．5 73．3
西ドイツ 14．8 11．4 ll．6 11．4 14．1 14．8 13．6
イギリス 13．0 8．7 8．8 7．5 7．6 7．2 6．6
輸 　，tフンス 6．3 7．6 7．2 8．0 11．5 12．9 12．8
イタリー 5．4 5．0 5．2 5ユ 10．0 10．3 8．6
オランダ 2．8 3．2 5．7 6．9 4．4
ベルギー・ル 3．1 2．1 4．1 3．8 3．4
クセンベルグ
スペイン 5．0 4．3 5．5 73 14．4 16．7 19．7
スイス 3．8 3．0 3．3 1．9 2．1 1．6 1．7
北　米 9．7 12．9 11．9 10．8 4．7 3．6 3．9
アメリカ 8．9 12．4 10．9 9．7 3．9 3．0 3．7
ソ　連 0．0 1．4 L7 0．7 0．2
アフリカ 14．0 7．4 5．4 11．0 7．3 5．5 5．6
アジァ（ソ連を除く） 9．2 15．9 21．9 17．0 7．7 6．6 8．8
入 イラク 1．8 6．3 8．2 3．1 0．5
サウジアラビア 1．4 1．6 3．1 4．6 L2 0．5 1．1
イラン 0．5 0．4 1．4
アラブ首長国連邦 3．7 2．2 0．3 0．2 0．0
日　本 3．0 3．4 3．0 3．0 2．7 3．1 2．9
オセアニア 0．3 0．3 0．3 0．8 0．3 0．2 0．2
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表4　（っづき）
年 1972 75 80 85 90 92 94
??????????
総　額
_産物
z物・石材
ｻ造品
@食・飲料タバコ
@繊　維
@木製品
@紙製品
@化学品
@非鉄金属
@基礎金属
@金属製品
100．0
@3．9
@6．5
W9．6
P6．6
Q9．6
@7．8
@6．1
@9．1
@2．6
@Ll
撃T．3
100．0
@2。7
@48
X2．5
P5．1
Q9．3
@7。5
@7．4
@9．5
@2．6
@2．0
P7．8
100．0
@2．2
@3，3
X4．4
P1．2
R0．1
@9，4
@6．2
P2．4
@3．0
@2．4
P8．7
　100．O
@　l．8
@　1．3
@96．9
@　8．5
@35．5
@　5．9
@　7．O
@l2．2
D　　3．1
@　2．9
@20．8
100．0
@2．3
@2．8
X4．9
@5．6
R7．6
@5，7
@6．0
P0．0
@4．2
@1．4
Q3．7
100．0
@2．1
@2．1
X58
@6．1
R6．5
@4B
@54
@8．5
@4．5
@1．2
Q6．3
100．0
@1．7
@2．1
X6．2
@6つ
R5．7
@4．5
@6．1
P0．7
@4．7
@1．2
Q6．6
?????????????
総額
H料品
H業原材料
@一次品
@加工品
R　料
@一次品
@械設備
@資本設備
A送機械
@乗用車
@その他
@部　品
ﾁ費財
@耐久財
@半耐久財
@非耐久財
100．O
撃R．1
R9．1
P3．8
Q5．3
@6．7
@5．4
P8．8
P7．O
撃R．8
@4．1
@6．8
@2．9
@8，4
@3．6
@2．5
@2．4
100．0
P6．7
R6．8
P2．8
Q4．0
P5．1
P3．6
P44
P2．3
@8．8
@1．9
@4，2
@2．7
@8．2
@3．8
@2．3
@2．1
100．0
@7．6
R8．8
P2．5
Q6．2
Q4．0
Q2．1
P6．7
P4．3
@8．6
@2．0
@3．9
@2．7
@43
@L6
@0．9
@1．8
100．O
撃P．4
R6．2
P0．5
Q5．6
Q6．3
Q2．3
P3．2
P0．5
@8．1
@3．9
@1．6
@2．6
@4．4
@L7
@1．l
@l．7
100．0
@9．8
R3．1
@5．0
Q8．1
P0．8
@8．7
P9．9
P7．2
P5．4
@5．5
@3．9
@6．0
P09
@4．0
@4．9
@2，0
100．O
撃n．1
RL2
@4．2
Q6．9
@8．0
@6．1
P89
P64
P8．1
@7．9
@4．0
@6．1
P3．7
@4．4
@6．6
@2．7
100．0
P2．2
R2．5
@4．4
Q8．0
@8．8
@7．2
P5．8
P3．3
P7．4
@7．0
@4．6
@5．8
P3．1
@3．7
@6．2
@3，2
（出所）　UN，　Intemational　Trade　Statistics　Yearbook，　Vol．　I　Trade　by　country，　Portugal，
　　1978，T．2，3；1981，　Ts．2，3；1984，　Ts．2，　3；1988，　Ts．2，3；1994，　Ts．2，3より作成。
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超であり，73年まで輸入依存度を高めて赤字幅を増加させ，石油危機でそ
れは74年に一挙に膨らんだ。その後輸出・入とも赤字幅を維持したままいっ
たん減少し，第2次石油危機にかけて増加する過程で入超はいっそうひどく
なり，ついで輸出依存度が高まって入超幅はEC加盟直前に強く縮小した。
こうした過程で域外輸出比は低あに推移し，域内輸出比は70年代初めまで
ゆっくり上昇し，それからやや低下した後80年代半ばまで急上昇した。域
外輸入比は石油危機時の高まりを含んで84年まで増大し，っぎの2年に急
落した。
　他方，域内輸入比は70年代初めまで域外を上回ってゆっくり増加し，石
油危機時に交錯あるいは域外が域内を超えて増加した。以上，石油危機の影
響は明らかであるが，80年代半ばにかけての輸出依存度の上昇のほとんど
が域内のそれによるものであった。貿易構成に触れると（表4），輸出先で
は最大の相手であったイギリスが大きく沈下し，西ドイッ，フランス，イタ
リア，オランダといったEC主要国の比重がEC加盟前に大きく増加してい
た。アメリカの地位も大きく低下した。品目別では，繊維が根強く最大比重
を保ち，食・飲料，タバコが下がり金属の比重が増大した。輸入先ではやは
りイギリスの低下，フランスの増加があったが，他はアジアの比重の強い高
まりに押されていた。石油危機の影響が大きかったのである。輸入品目では，
やはり石油危機の影響が現れていたが，工業原材料，機械設備，輸送機械は
その地位を保った。
　貿易収支の慢性的な赤字を含んだ経常収支は，移転収支の黒字に助けられ
ながら（371頁注1）参照），石油危機で以前の黒字から大幅な赤字に転化し，
ついで石油危機の終焉とともにいったん黒字となったが，EC加盟後もGDP
の3％前後の赤字を続けた。
　そこでエスクードの動きをみると，図8のように，すでに経常収支の赤字
が始まっていた75年まで実効レートは強含みで維持されていたが，以後79
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図8実効為替レートの推移，ポルトガル，ギリシァ，スペイン，1980＝100?。。。。。。。。。〜??????? ? ?
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　（出所）　EC（No．　601995），　Stat，　ann．　T，59より作成。
年まで暴落しその後も急落して80年代半ばには75年の水準の1／5以下となっ
た。実質賃金コストを引き下げるような高率インフレと石油危機による対外
バランスの悪化に照応したものであった。
1）　失業率は1961～70年平均でポルトガルが2．6％，EUR　l5一が2．2％，1971～80
　年各5．1％，4．0％，1981～85年7．9％，9．0％であった（EC（No．601995），　Stat．
　ann．，　T．3より）。
2）GDPデフレーターによる実質単位労働コスト指数（1980年＝100）は1960年
　の89．1から75年の120．2でピークに達し，以後89年の83．1までほぼ持続的に
　低下した（EC（No．601995），　Stat．　ann．　T．36）。民間消費デフレーターによる
　実質被用者1人当たり報酬は年変化率から推計すると，1960年を100として上
　昇率が最高であった75年に304．7，1っの山である76年に326．4となり，以後趨
　勢的に低下し84年に320，0となった。平均的な生活水準を知る数字は乏しいが，
　識字率は1960年の53」％から80年に84．0％となった。が，90年でもまだ85．0
　％であった。また1人当たり発電量は66年599，80年1，646，85年2，020，92年
　3，220（kw）であった（「国際統計要覧』）。
366 （366）
EU加盟国ポルトガルの経済
3．EC加盟前後以降の経済過程
　大衆の無関心のままに，社会民主党のカヴァコ＝シルヴァ連立内閣のもと
で1986年1月スペインとともにECに加入したポルトガルでは，その直後
にソアレスが大統領に当選し首相の地位はシルヴァが確保した。1987年7
月の総選挙では社会労働党が過半数を制した。1991年1月にソアレスが大
統領に再選され同年10月の総選挙では社会民主党が過半数を獲得した。そ
の間，1987年4月には中国とマカオ返還協定に正式調印し（1999年12月返
還），88年10月，社会民主党と社会党との間で国有化廃止，ロック・アウ
ト許容，南部大地主のコントロールなどを含む89年憲法改正の草案に合意
している（斎藤編（1992年），320－21頁および年表）。
　ポルトガルのEC加盟は「急速な変化，国の下部構造の変容とEC平均以
上の経済成長に寄与して」成功とみられていた。ポルトガルの欧州統合に対
するスタンスは「政治同盟には慎重」であった。そのトーンを示すものは，
「その進展は（a）漸進的に追求され，（b）ヨーロッパの政治的・経済的・社会的
現実についての実際的見地を基礎とし，（c）国の独自性（identity）と多様性
を尊重し，（d）既存の制度的バランスを保持し，（e）補完性と連帯との二重側面
の正しい適用を確保したものでなければならない」という文言で始まってい
た1990年11月の覚書のなかに込められていた。他方，ポルトガル人は，共
同体が「ヨーロッパ市民により近づくことを望み，ヨーロッパ市民権の強力
な支持者であった」。関連して，共同体の政策範囲の拡大を必要と考え，強
い関心をもった政策は「環境，エネルギー，主要ヨーロッパ横断ネットワー
クといった純粋に経済的問題，社会問題，保健および教育問題を『超える』
（‘transcending’）政策を含んでいた」。ポルトガルの主張は「経済的・社会
的結束の原理が……すべての共同体の行動に浸透しヨーロッパ統合と共同体
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領域の調和した発展のための推進力でなければならない」ということであっ
た。こうした面から経済通貨同盟（EMU）と単一通貨が支持されたが，2
段階方式は「永久に相対的不利益に置かれることを恐れて」反対であった。
「結束基金」の創設を考えたドロールIIは強く支持され，1993年はGDPの
3．7％のEC援助があるものと信じられていた。結束は優先事項の1つであ
り，言葉だけの「ヨーロッパ的」でなく，「十分な資金」の裏付けを求めた。
連帯は大事だが，共同体の発展の障害であってはならず，考慮される1つの
基準に過ぎなかった。ポルトガルは「連邦」志向に反対する国の1つであり，
欧州議会の権限拡大に対しては穏健であり，共同体委員会の発議権の維持と
執行権限の強化に賛成であり，欧州理事会の強化と発議における役割の増大
を望んだ（Cf．　Nicoll　and　Salmon（1994），　pp．269－271）。こうして，欧州
統合に対するポルトガルの姿勢は，その共同体内の地位の故に複雑であった。
　さて，若干の数字によって経済動向を概観しよう。まず，経済成長。
　2つの石油危機に遭遇して，ポルトガル経済も他国同様成長率を一次より
2次と目立って低下させていたが，EC加盟の前年から回復し始め1990年あ
たりまで比較的高い成長率を享受した。1986～90年にはEUR15一を1．8％ポ
イント上回る年率で成長した。っいで，世界的な景気下降を共有し93年に
はマイナス成長を記録したが（図2，表1参照），95年には上向き始めてい
た。工業生産は1986～90年の年成長率6．2％とさらに高く（EUR15一は3．0
％），っいで91～95年は一〇．5％と落ち込んだが（EUR15一はO．9％），より
早く回復に向かっているようであった。実質民間消費の年率は，1986～90
年はEUR15一よりもまた自身の成長率よりやや高かった。これに対し公共
消費は86～90年はEURI5一の倍以上の早さで増加したとはいえ80年代前
半より抑えられ，91～96年にはEUR15一並みに強く減速した。粗固定資本
形成は永らく低調に終始していたが，80年代後半にEUR15一を3．8％ポイン
ト超える9．5％の年率で増大した。87，88年には15．1％，15．0％と急増して
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いた。90年代に入って伸び率を急減させ，91～95年の年増加率は2．6％となっ
たが，EUR15一はマイナスであった。
　全経済生産性の状況を就業人口1人当たりのGDPの変化率でみると（表
1），1986～90年はEUR15一に比べポルトガルは良好なパフォーマンスを示
した。しかし，っいで景気後退過程に入ると91～95年の年率は低下し，
EUR15一を0．7％ポイント下回った。これに対して失業率は好況の80年代後
半に生産性の上昇のなかで1っのピークである85年の8．7％から90年の4．6
％に低下した。一方，EUR15一は84年の10．0％から7．6％への低下に止まっ
た。そして，ポルトガルの失業率は91年もなお0．6％ポイント低下し，っい
で上昇したが，91～95年の年平均は5．5％であり，EURI5一は同じく9．9％
の高みにあった（EC（No．601995），Stat．　ann．　T．3）。
　製造業はどうであったか。全経済におけるその地位もその内部構成も大き
な変化はなかったポルトガル製造業は，前掲表2にみるように不況期を含む
80年代に年率4．0％で生産を増加させ，他方雇用を年0．9％の割合で縮小さ
せていた。その限りでは労働生産性は年率4．9％で上昇したとみられる。表
示の9力国のなかでは例外的に高かったアイルランドをを別とすればトップ・
クラスであった。これは全経済生産性のそれを上回っていた。
　人口の変化を考慮した平均的な実質民間消費水準は80年代後半の拡大期
にEUR15一の年上昇率2．7％に対し年々5．5％づっ伸びていった（EC（No．　60
1995），Stat．　ann．　T．1，18より算出）。実質1被用者報酬に着目すれば，前掲
図4のように，GDPデフレーター上昇率が86～87年の急激な低下一90年
への緩い再上昇と変動したのに照応して，名目1被用者当たり報酬の上昇率
も時間的なズレはあっても同様な波を描いた。そして，90年代初めまでは，
報酬の名目上昇率はGDPデフレーターを超えており久方振りの実質賃金の
上昇を反映した。実際，民間消費デフレーターによる実質1被用者報酬は
86～90年にEURI5一を大きく引き離して年率5．0％で増大した。続く不況過
　（369）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　369
　　　　　　　　　　　政経論叢　第65巻第1・2号
程で後半に名目報酬の伸び率の鈍化が著しかった。とくに94，95年はほと
んど実質横這いと推計されている。
　こうした賃金と物価との動きに対して名目単位労働コストは，生産性の好
調な上昇を反映して1991年まで名目報酬を5％ポイントほど下回って後者
と同様な波を描いたが，不況に入って両者の上昇率はほぼ等しくなり，労働
生産性の上昇テンポの鈍化に照応した。そして，87年のインフレ率の急激
な低下があり，実質単位労働コストはほぼ横這いとなった。同指数
（1980＝100）は85年の91．5から90年の84．3に下がり，95年には82．0にな
ると推定されている。EUR15一では94．6，91．3，87，1であった。ただ，94，
95年についての推計は実質労働コストの低下を示唆している（EC（No．60
1995），Stat．　ann．，　T．36）。なお，インフレーションにっいていえば，図5，6
のように第2次石油危機が終わって石油価格の上昇率の低下に伴い，ポルト
ガルもまたインフレ率を低下させてきたが，90年代初めまで共同体平均か
らの乖離は大きかった。最近になって鎮静しっっこれに接近してきているこ
とが注意を惹く。
　貿易の動向をみると（図7），対GDP比であるが，2っの石油危機で増大
した輸入超過はその後石油価格の低下のなかで縮小していたとはいえGDP
の7～8％前後で続いていた。増大していた経常取引収支の赤字は貿易収支
の赤字の縮小でかなり小さくなったが，それには移転収支の黒字の増加の寄
与が大きかった’）。貿易をEUR15一内と外に分けてみると，域内輸出の対
GDP比は好況期にいっそう高まり，域外のそれは低下気味であり，輸入に
っいては，域内への依存度はさらに顕著に増大し，その半面として域外輸入
依存度は石油危機の終了とともに急減した。それらはEC加盟と符合してい
た。
　貿易構成では（表4）共同体依存度が高まるなかで，輸出先としては西ド
イッ，フランス，スペインの比重がとくに高まり，オランダの比重も増加し
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た。長年強く依存していたイギリスの比重の低下とアメリカの低下が注目さ
れる。輸入では，域内諸国の比重はそれぞれに高まったが，とくにスペイン
の増加が顕著でった。対してやはりアメリカの低下が目を惹く。品目では，
輸出で食・飲料，タバコが以前からの傾向を受けて比重を低下させ，繊維，
金属製品（とくに後者）の比重の増大が目立った。輸入では，機械設備，輸
送機械（乗用車，部品），消費財（耐久・半耐久）の比重が増加し，その半
面で燃料の比重が大きく低下した。なお，工業原材料のうちの一次品が強く
低下している。
　こうした輸出入構成の変化はEC加盟以後のポルトガル経済の外国直接投
資も含めた，重工業化への産業構造の変化を予想させたが，前述のように付
加価値構成にはそれは見えていなかった。
　高率のインフレと経常収支の依然たる赤字はなおエスクードの低落を予想
させたが，実際はその実効レートは下がり気味ながら目立って安定した。資
本流入にも助けられたEC加盟の政策転換も含めた効果がそこに働いていた
と考えられるが，以下，そのあたりをいささかみてみよう。
1）　ちなみに，『国際統計要覧』，「世界の統計』によればつぎのようであった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万米ドル）
年 1980 1985 1988 1990 1993
貿易収支 一4，029 一1，457 一5，137 一6β31 一6，886
貿易外収支 一41 一356 191 1，142 1，126
移転収支 3，006 2，224 4，315 5，507 6，716
経常収支 一1，064 411 一631 一181 956
長期資本収支 710 951 753 2，653 一2，045
　国外資金の流入は移民送金の減少とECトランスファーの増加が相殺して総
量では安定的といわれたが（J．Confraria（1996），p．152），移転収支の黒字は
EC加盟後により規模を増している。
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4．　財政を中心とした経済政策の動向
　サラザール体制下のポルトガル経済は世界経済の波に乗って「高度成長」
を遂げたが，その経済政策の重要な特徴は保護主義であり，そのため産業に
国際競争力があるかどうか不明であるといわれた。前にもみたように実質賃
金が早いテンポで増加したのに対して雇用の増加は，生産性の上昇に対応し
てほとんどみられなかった。しかし，失業率は低く，これは移民と徴兵によ
るところが大きいといわれた。移民は1970年代初めにピークに達した。そ
の政策では輸出の促進は軽視され，産業保護は幼稚産業向けよりも付加価値
の大きい部門に焦点が当てられ，産業金融制度の欠陥から短期に利潤を挙げ
蓄積に回すという成長政策がとられたという。輸出の軽視は産業政策の重要
な失敗だったが，政府や公共当局は国内企業の輸出能力を深く疑っていたの
であり，そうした考えは，ポルトガルがEFTAに加盟して何年か経てよう
やく変わり出したという’）。
　さて，「民主主義の復活」でポルトガルの経済過程で生じた大きな変化の
ひとつは先にみたように，石油危機と絡んだ高成長から低成長への移行であっ
たが，もうひとっは教育，保健，社会福祉といった広く福祉国家体制への志
向2）と産業・金融の国有化政策の実施を反映する，経済における公共部門の
比重の高まりであった。まずこの点をみると，公共部門支出の対GDP比は
60～73年にはゆるやかに20％台から23～24％台に増加していたが，70年代
後半に一挙に35～36％台に高まった。数字の連続性に欠けるが，それは80
年代に入って84年の46．6％にも達した（図9）。EU11一に比べれば高いとは
いえないが，ポルトガルじたいとしては鮮やかな変容であった3）。
　ポルトガル経済は，「革命」後，政権交代の目まぐるしいなかで，公共部
門の役割の増大を背景に70年代末に成長率の回復はあったが，インフレの
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図9　公共部門収支の対GDP推移，1960－95年
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　（出所）　EC（No．601995），　Stat．　ann，　T，60，61より作成。
昂進一エスクードの急落を伴ゲ）国際収支危機に陥り，IMFの支援を受けて
1977～78年に短期の均衡化プランである安定化計画（内需の抑制）に乗り
出し，それは有利とはいえない条件のもとで経常収支の改善（赤字の縮小
　　前掲図7参照）をもたらした。企業利潤の回復や政治情勢の変化で
1980年には固定資本投資が増加した（OECD，　July　1981）。しかし，第2次
石油危機下に1979～81年初めの需要管理政策はますます拡張的になったと
いわれ，価格コントロールのもとでのインフレの再昂進一エスクードのいっ
そうの下落のなかで再び国際収支危機に襲われた。81年下期には金融の引
き締めがあったが（OECD，　July　l982），危機への対応は当初は緩かった。
が，83年4月に成立したソアレス社会党内閣によってやはりIMFの支援を
受けて8月に第2次安定化計画（18ヵ月の緊縮計画）が実施された5）。その
効き目は速く84年にマイナス成長になる一方で，輸出の回復と輸入の鈍化
とで国際収支は目立った改善をみた。内需の抑制とエスクードの切り下げに
よる競争力の助長という「伝統的療法」によるものであった6）。
　石油価格の低下が始まり，世界経済が回復していくなかで対外均衡が著し
く改善するとともに，第2次安定化計画を成功とみた政府は，85年に86年
を目標とする「管理された回復」（‘controlled　recovery’）を設定した7）。国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ際収支の好調を背景に85年11月から86年4月までエスクードの漸次的切
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り下げ制が停止され，ついでより緩やかなテンポで再開され。ディスインフ
レ政策は後退し，政策はまた拡張的になる。依然高レベルながら金利も引き
下げられた。86年の引き下げがとくに大幅であった8）。EC加盟も「成功」
とみられていたように追い風となって経済成長は89年まで加速した。新所
得政策で賃金増加を減速させ，価格コントロールの解除や補助金のカットを
続けながらも（OECD，　June　and　Dec．1988）財政は87，88年と拡張的であ
り実質公共消費の増加テンポは高まった（表1）が，公共部門支出の対GDP
比は下がり気味ないし安定していた。他方，財政収入は，後で触れるように，
EC加盟に伴うVATの導入力slあって一般政府収入の対GDP比は増加し，
その赤字幅は急速に縮小した（図9）。
　しかし，好況は，高いレベルなりに上昇率を落としていた物価の揚げ足を
再び速め，経常収支を悪化させた。89年には景気抑制政策に転じ，金融が
引き締められると同時に年初には社会労働党政府の手で直接税改革が行われ
た。これは，広く財政強化を目指して課税ベースの拡大を図るものであった
（後述）。この改革は89年にっいて旧税制との重複があり税収の「一時的膨
張（bulge）」をもたらした（Leite（1994），　p，268；OECD，　Dec．1989，　July
1991）。その傍ら企業の民営化が実施された。金融引き締め政策は，その方
式の変更を伴っていた。信用量のシーリング設定といった直接なものから金
利政策や公開市場操作による間接的コントロールへの移行であったが，さら
に，EC加盟が誘因となった外資の大流入に対する過剰流動性対策として外
債の繰り上げ返済（流動性の「モップ・アップ」）9），居住者に対する為替管
理の緩和のスピード・アップ，ポルトガル中央銀行（Bank　of　Portuga1）
による国家信用の限定も行われた（Cf．　Leite（1994），　pp．　263－64）。こうし
て，ポルトガル経済は90年から減速し，世界景気に合わせて景気後退に入っ
た（Leite（1994），　pp．262－63；OECD，　June　and　December　1989）。
　1990年夏に，社会民主党政府によって経済通貨同盟を念頭にした中期計
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画（the　Quantum）が策定されたが，なお財政は所得減税の実施，公務員
給与の改定（89年10月），年金改定など拡張的であり（Leite（1994），p．263；
OECD　Dec．1989），91年予算も程度は小さくなったとはいえ依然拡張的で
あった。外国からの直接投資は相変わらず続いていた1°）（OECD，　Dec，1991）。
インフレ率はさらに高まった。一方，EMS参加も折り込んだ資本流入を背
景に，エスクードの漸次的切り下げ制が廃止され，定常的な介入が行われる
ようになった（OECD，　Dec．1991）。ディスインフレの主力の役割を担わさ
れてきた金融と抑制的になりきれない財政との「不均衡な政策スタンス」是
正のために，政府は91年に92～95年の実質成長零という「野心的目標」を
もった，中期収敏計画（amedium－term　convergence　plan，　the　Q2）を
公表した（OECD，　July　l991；Leite（1994），pp．264，270）。これを受けて，
選挙で遅れた92年予算は財政体質の強化を目指し，支出に厳しくなるよう
各部署の会計責任を強化する予算手続きの改革，シーリングを初めて設定す
るなど支出の抑制の強化，所得政策の抑制的スタンスを示す社会的パートナー
との賃金協定の調印，VATの「調整」11）を含む課税面からの圧力などの措
置がとられた。4月にはポルトガルは欧州通貨機構（EMS）に参加した。92
年末には資本移動規制の残存部分が撤廃された（OECD，　July　and　Dec．1992；
Leite（1994），pp．270－71）o
　このように，1992年はポルトガルにとって欧州統合への積極的参加の基
礎を固める政策に実際的に踏み出した年であった。折から，この年2月にマー
ストリヒト条約が調印され，1993年ll月に同条約が発効している。もっと
も，中期収敏計画に沿った財政政策の滑り出しは必ずしも順調ではなか？た。
92年9月にポンドとリラのERMからの離脱となった欧州通貨の混乱があ
り，エスクードは11月にERM内に残って6％切り下げられた（OECD，
Dec．1992）。財政支出もそれ以前の支出超過（overrun）の資金手当てが必
要であり，92年は財政強化はほぼ目標通りとされ，税負担増で収支差（対
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GDP比）は縮小したが，93年は目標に達せず，景気の後退の影響もあって
一般政府赤字が拡大し，安定化政策への信頼が低下したといわれた（OECD，
June　and　Dec．1993，　June　1994；Leite（1994），　pp．270－71）。1993年5月に
は再び通貨投機が生じ，エスクードは再び切り下げられた。
　94年予算も緊縮に主眼が置かれ成長率の回復と金利の低下にも助けられ
て公共部門の支出超過は狭まった。95年は選挙の年であったが，財政体質
強化の方針は変わらなかった。課税ベースの拡大や脱税対策の強化の措置も
とられ，公共部門の赤字幅（対GDP比）はさらに狭まった（図9）。インフ
レ率は急速に低下し，共同体水準に接近した。金利の開差も縮小した且2）。と
はいえ，95年初めにはマルクの対ドル高が口火となって通貨投機が起こり
ERM中再弱のペセタ危機から再調整が行われ，エスクードも3，5％切り下
げられた（OECD，　June　l995）13）。
1）　Confraria　（1996），　PP．153，156．
2）　Leite　（1994），　p．261
3）EC（No．　60，1995），　Stat．　annex　T．61より。公共支出／GDPで，　EUR11一は
　1960～73年でほぼ10％ポイント以上ポルトガルを上回り，70年代後半～80年代
　半ばでも10％ポイント前後ほどの差があった。
4）　当時エスクードは，月毎の漸次的切り下げ制（monthly　crawling　peg　de－
　valuation）の下にあった。
5）　公共投資の圧縮，公企業への移転的支出・消費財価格補助金の削減，増税など
　がその内容であった（OECD，　Dec．1983）。
6）Leite，　pp．261－62による。下期の銀行信用シーリングの強化，金利引き上げ，
　価格コントロールの強化，9％以上のエスクード切り下げなどであった。安定化
　計画は12％の為替切り下げ，政府支出の一時凍結，金利引き上げ，価格補助金
　の削減であった。
7）　その内容は，公共雇用と経常支出を強くコントロールしながら，ECからの資
　金に助長された積極的な公共投資，所得減税，福祉給付の増額などを行うという
　ものであった（OECD，　May　l986）。
8）預金金利でいえば，ピークの84年が28．00％，っいで85～89年に25．08，17．13
　14．46，13．21，13．00％と低下した（Leite（1994），　T．1）。
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9）対応して，89年末に公共債の大売り出しがあり，公共部門借り入れの国内調
　達の比重が高まった（Leite（1994），　p．263）。
10）　「ポルトガル政府は外国所有企業を国内住民と考え，それらの目的を産業政
　策のためになるとして暗黙のうちに受容する傾向がある」（Confraria（1996），　p．
　153）。
11）　EC方式（initiatives）とポルトガルの課税規則との調和のために，　VATにつ
　いて，ポルトガルでゼロ税率だった財・サービスにはECのミニマム・レート5
　％を課し，8％課税だった財にはミニマム・レー．トまたは17％から16％に引き下
　げられたEC標準税率を課せられることになった（Leite（1994），　p．271）。
12）GDPデフレーターの変化率のEURI5一との開差は80年代末～90年代初めに
　7～10％ポイントあったが，95年には2％ポイントまで縮小し，また，短期金利
　は5～6％ポイントから95年には3％ポイント強に，長期金利で6～9％ポイン’ト
　から3％ポイントていどになったと推定されている（EC（No．601995），T．26，53，
　54）。
13）　これはエスクードの来三度目の切り下げであった。また，スペイン・ペセタは
　7％の切り下げであったが，ペセタは92年半ば以来対マルクで40％減価した
　（OECD，　June　l995）。
5．　財政構造の変容と欧州統合一まとめに代えて一
　サラザール体制が崩壊し「民主主義の復活」をみてしばらくは大規模な産
業・金融の国有化に代表される社会主義路線が実践されて1年余りで，その
修正が始まり，サラザール体制からのもう1っの大きな転換である福祉国家
路線はそのままに，価格コントロールの緩和や価格補助金の削減，また会社
部門への介入一補助金政策からの漸次的撤退といった「自由化」路線が追
求されていった。その間に82年8月の憲法改正で軍部の左翼勢力が後退し
た。
　サラザール体制の崩壊と石油危機が重なって，また経済政策路線の揺れ動
きが加わってポルトガル経済は高成長から低成長へ移行した。それは，公共
消費の強い伸びが示すように公共部門のポルトガル経済に占める比重が高ま
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り，インフレーションの昂進と貿易収支の赤字の拡大とこれらに遅れてでは
あるがエスクードのいわば“制度化された”急落と並行して，全経済生産性
上昇傾向も低いながら比較的よく維持されている過程でもあった。そして，
第2次石油危機が去りっっある頃実施された二度目の安定化計画は，「伝統
的療法」によったものであれその成果を貿易・経常収支の好転で示していた。
EC加盟の直前にはインフレ率も低下に向かった。状況の好転を受けて政策
は「管理された回復」を意図して拡張的となったところでEC加盟が実現し，
これが外資の流入，ECトランスファーの本格化，加盟前から対GDP比を
高めていた域内輸出のいっそうの増加（域内輸入依存度はさらに高くなった
が）といったように追い風となり，ポルトガル経済は80年代後半の国際的
にみて高い成長率を享受した。そして，景気過熱状況が現れ，同時にマース
トリヒト条約によって経済通貨同盟が日程に上り，その前提的機構である
ERMに参加するあたりで，中期収敏計画にもとつく財政体質強化政策
（「不均衡な政策スタンス」の解消）が，景気後退を伴って，支出コントロー
ルを財政赤字削減戦略の「目玉」（centre－piece）として（Leite（1994），
p，271）かってなく厳しく実施されていった。
　ここで，ポルトガル財政の構造を80年以降の数字であるが多少の考察を
加えておこう。表5は一般政府支出の経済的分類構成の推移である。「革命」
後の支出の対GDP比の急増からそのままのレベルで推移してきた1980年
からさらに対GDP比を高めた84年の間に目立ったのは，支出における利
払い比の大幅増と補助金と経常移転の比重の減であった。っいで公共支出の
GDP比は好況下に87～88年まで低下するが，その間に資本支出の割合が強
く減少し，それだけ比重の高まった経常支出のなかで，引き続く利払いの増
と経常移転比の増の開始と補助金のいっそうの低下があった。資本支出比低
下は主に会社部門への補助である資本移転比で生じた。80年代末から公共
部門の比重は再び高まるが，緩やかながら，経常移転比の増勢の維持，補助
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表5一般政府支出構成の推移1）1980－91年 （％）
年 198081 82 83 84 85 8687 88 89 90 91
経常支出 85．4 82．7 84．2 75．886．9 91．1 92．2 90．0 89．790 3 9L892．0
財貨・サービス消費 34．8 34．734．8 31．6 33．935．8 35．635．0 36．9 38．639．0 38．9
補　助　金 13．1 13．2 10．08．3 9．6 8．3 6．8 4．44．2 3．6 2．9 2．7
利子支払い 8．5・12．3 12．3 12．8 18．521．6 22ユ 20．1 17．917ユ 19．0 18．6
経常移転 29．0 27．5 27．1 23．0 24．925．3 28．3 30．4 30．81ユ 30．9 31．7
資本支出 14．6 12．315．8 24．213ユ 9．0 7．8 10．0 10．39．7 8．2 8．0
投　　　資 11．2 10．1 0ユ 8．0 7．3 7．1 7．4 7．6 8．3 8．3 8．0 7．8
資本移転 3．3 2．2 5．7 16．2 5．8 1．8 0．4 2．4 2．0 1．4 0．2 0．2
総　支　出 100．0 100．0100．0100．0100．0100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．01 0．0
（注1）　各項目の対GNP比から算出。
（出所）Leite（1994），　T，5より作成。
金比と資本移転比の漸減が認められた。利払い比はややレベルを低くしてい
るが，金利水準の低下によるものであったろう。85年以降9割を占めた経
常支出のうちの4割強を占める財貨・サービス消費の増加の要因の1っは一
般政府雇用の増加と賃金の上昇（80年代後半）であった。前者は80年の55
万6，500人（対総雇用比20．46％）から84年の61万4，400人（同22．74％）に
増加し，っいで増勢を抑えられて90年に66万7，100人（同23．13％）となっ
た（Leite（1994），　p，274，　T，3）。
　以上の動きは経済の「自由化」と「福祉国家化」に照応するといえよう。
「福祉国家化」の目安となる経常移転は財貨・サービス消費よりやや少なく
経常支出の3割前後で推移した。増加要因は社会保障支出であり，とくに
84年以降，社会福祉計画の対象が拡大されかつ給付が増額されたのである。
なかでは年金（大部分は老齢年金）が1／4を占め，保健が16％ほどを占め
た（Leite（1994），　T．6）。年金制度の対象の拡大と給付水準の引き上げが重
要な増加要因であった。ただしその水準や対GDP比は国際的にみれば高く
はなかった。公共部門の対家計経常移転／GDP（％）は1970～74年のポル
トガルが平均5．6％，EUR11」）が12．7％，1981～85年がそれぞれ10．3％，
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17．8％，1986～90年が10．6％，17．5％，1991～95年が13．8％，18．5％
（1991～3年）であった（Leite（1994），　p．265；EC（No．601995），　T．98）。
もっとも，失業率が比較的低いという事情やポルトガルでは保健支出の大き
な部分が社会保障制度の外にあるという事情もあった。が，失業給付の水準
も低かった　（Leite（1994），pp．265－66）2）。
　「革命」以後，・公共収入もまた支出に遅れてではあるが対GDP比を高め
ていったが，「収入面は1980年代を通してポルトガル公共財政の進化に積極
的に貢献した」といわれている（Leite（1994），p．268）。収入構成の資料は
えられていないが，社会保障税（掛け金）を含む諸税の構成の推移は表6の
ように算出できる。いわゆる国民負担率が上昇していった80年代前半では，
最大項目である財貨・サービス税は45％前後，っぎの「労働使用に関する
税」は32％台から83～84年の25．8％にまで低下し（主として雇用主），個
人所得税もやや下がり，負担率増は雑税で生じていた。項目の配列は「課税
ベースの可動性にしたがって」いるが，雑税はその再下位であった。
　　　　　　　　　　　表6　一般政府税収構成Dの推移
年 198081 82 83 84 85 86 87 88 89 9091
法人利潤税 6．3 5．9 6．8 6ユ 6．5 6．0 6．06．3 5．5 10．8 8．3 9．0
財貨・サービス税 44．9 46．4 43．143．8 43．5 42．745．549248．3 45．0 43．7 41．9
VAT 一 ｝ 一 『 一 一 16．5 21．0 20．2 20．219．5 19ユ
消費税 16．4 16．0 15．4 17．0 17．1 16．1 15．9 17．5 15．314．3 13．8 14．0
その他 28．6 30．7 27．727．1 26．7 26．613．2 10．8 12．7 10．510．3 8．7
労働使用に関する税 32ユ 32．1 28．3 25．8 25．8 25．9 25．428．3 26．926．2 27．6 27．5
社会購税一被用者 11ユ 11．9 10．6 10．0 10．3 10．19．3 9．2 9．2 9．4 10．0 10．1
全上一雇主 7．8 19．2 16．7 15．214．6 14．9 15．3 17．8 16．5 16．5 16．463
全上一自営業 0．7 0．7 1．0 0．9 0．91．0 0．9 1．3 1．2 1．01ユ 1．1
その他 2．4 一 一 一 一 一 一 一 一 ｝ 一 一
個人所得税 13．3 16．4 10．9 11．9 12．4 18．016．8 12．1 14．714．8 15．8 17．7
財　産　税 1．4 L7 1．6 1．8 1．9 1．9L8 1．9 2．0 1．4 2．3 2．5
雑 2．1 2．1 9．7 10．6 99 5．4 4．5 2．5 2．6 L7 2．3 1．4
計 100．0100．0100．0 100．0 100．0 100．0100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
（注1）　表5（注1）参照。
（出所）　Leite（1994），　T．7より作成。
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　負担率がもう一段高まった80年代後半では重要な変化があった。まず，
EC加盟に伴って付加価値税（VAT）が導入された。それは総収入の2割に
達しており，ただ，対応してその他財貨・サービス税の比重が下がり，財貨・
サービス税としては80年代前半と大差はなかった。VATの導入は，卸一小
売り間の取引高への旧売上税に代わるもので，VATの特定性（specificities）
は脱税の抑制力を高め，他方でサービス収入が課税ベースに加えられた
（Leite（1994），p．268）o
　収入サイドのもう1っの重要な変化　　改革は法人・個人所得税で1989
年に生じた。法人税制は，1989年の改革前には税率30～35％の「産業税」
（‘industry　tax’）と0～20％の包括所得税（the　global　income　tax）が課せ
られ，ほかに「産業税」の10％までの地方税が課せられていた。新税制は
単一法人所得税であり税率は36．5％とされ，法人税額の10％までの地方税
が課せられた。この改革は徴税能力の増強も伴っていた。また，個人所得税
制については，改革前は所得源泉（労働，不動産，産業・農業活動，資本所
得）別の差別課税（partial　tax）と包括課税であったが，改革後はやはり単
一税制とされ，合わせて税率帯（tax　brackets）の数および最高と最低の税
率格差が大いに減じられた。加えて，免税や課税特権も大きく減らされた。
これと所得の定義の拡張とで課税ベースは相当に広げられた。さらに，いく
っかの課税所得控除が認められなくなり平均税率が高まった。これらで政府
の個人所得からの徴税能力が高あられた（Leite（1994），p．268）。
　1989年から国有企業の民営化が開始され収入の一部を構成するようになっ
た。ただ，計画は「野心的」といわれたが，92年にはなお広汎な国有企業
が残されていた3）。国有企業の総付加価値に占める比重は1989年12．4％，92
年10．2％，総雇用に占めるそれは89年3．4％，92年3％であった（Leite
（1994），pp．269－70）。収入面で重要な要素となってきたのは共同体からの資
金移転であった。ECの対ポルトガル援助は「民主主義の復活」時の緊急援
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助に始まっており，80年代前半にも続けられていたが，EC加盟とともに規
模を増し，EC加盟のGDPの1．2％以上になったといわれる。これはポルト
ガル政府との協調金融として農業やインフラストラクチャーに投下され，
公共投資の促進ばかりでなく固定資本投資を刺激する誘導効果（induced
effects）を発揮した（Leite（1994），pp．261，262－263）4）。
　こうして，「民主主義の復活」一社会主義路線一その修正・「自由化」と
「福祉国家化」の路線の追求はポルトガルにおける国家の経済過程への介入
の，したがってまた財政構造あり様を大きく変えてきたが，さらにECの一
員となることで国内投資の推進力を確保すると同時にマーストリヒトで設定
された共同体基準への収敏という政策的枠組みを与えられ（Confraria
（1996），pp，152－53）てまたひとっ変容を迫られてきている。1994年初め以
来の新共同体支援体制（support　programme）の適用は99年までに6兆
6000億エスクードの投資を内包し，うち約25％は公共資金で賄われ，それ
はGDPの平均1．5％に相当する。これは，収敏という課題からすれば財政
における経常支出の削減によって捻出されざるをえない（Cf，　Leite（1994），
p，175）。他方で，っぎのような指摘が注目される。「単一通貨領域は高度の
要素の可動性か［2っの石油危機時と　　筆者］同様な混乱の『可能性
（‘PQssibility’）』を必要としている。経験が示唆するところによれば，製造
業においては，欧州連合諸国は過去10年にますます不相似化してきており，
それは産業内特化のパターンから予期されるものと合致している」
（Confraria　（1996），　P．153）o
　最近のマーストリヒト収敏基準とポルトガルの状況を後発国とイタリアの
それと合わせてみれば表7のようであった。92年以来の財政強化政策の結
果，価格上昇率は収敏基準に1％ポイント上回るところまでに落ち着き，長
期金利も基準に接近しているが，一般政府赤字字／GDP（％）はなお基準
の倍近く，総政府債務／GDP（％）も容易に減らず基準を10％ポイント上
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表7　マーストリヒト収敏基準と各国，1995年 （％）
ポルトガル スペイン ギリシァ アイルランド イタリア マースト潟qト基準
消費者物価上昇率
齡ﾊ政府収支／GDP
告ｭ府債務／GDP
ｷ　期　金　利
　4，5
|6．0
V0．6
P1．5
　4，1
|5．9
U4．8
P1．6
　8，6
|1L5
P23．8
@19．5
　2．5
|6．0
W3．7
@8．8
　5．2
|8．5
P23．5
P3．1
3．5－3マ
@ー3．0
@　60．0
X．4－10．1
（出所）IMF，　World　Economic　Outlook，　May　1995，　p．29．
回っている。通貨統合の前提条件の充足はポルトガル財政一経済のいっそ
うのリストラクチャリングを必要とする。一方，エスクードの低落率が小さ
くなりながら域内輸入依存度が目立って高まり，その内容が「高度化」して
いる。域内諸国製造業の「不相似化」の指摘と合わせてみるとき，共同体資
金の導入のメリットは単一通貨の欧州経済に組み込まれるポルトガル経済の
重圧をカヴァーしえないように思われる。
1）　15力国からギリシァ，ルクセンブルク，ポルトガル，スウェーデンを除く。
2）　就学率が高まってきていてもEC平均より低く，教育支出も低かった。公的保
　健サービスの質の低さも指摘されている（Leite（1994），　p．266）。
3）　1989年に開始された民営化は92年末までにGDPの平均1．5％で計6000億エ
　スクードとなり，内約4000億エスクードが債務償還に当てられた。国有企業は
　電力，ガス，電話サービス，銀行，保険，石油精製，製鋼，輸送に及んだ（Leite・
　（1994），pp．270，271）0
4）ただ，国外資金（external　funds）のポルトガルへの流入は主として移民の送
　金とECからの資本移転からなり，前者は対GDP比で漸減傾向にあり後者が新
　たに加わって「海外からの補助金・移転受け取り」の総額／GDP（％）11～12
　％は安定していたともいわれる（Cf．　Confraria（1966），　pp．154，156）。
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